
青森県自治研修所研修業務に関する提案書作成要領

１　はじめに
　青森県自治研修所研修業務に関する提案書（以下「提案書」という。）は、別添「青森県自治研修所研修業務に関する説明書」を踏まえた上で、以下に記載する事項に従って提出してください。

２　提案書の提出
（１）提出書類
　　別添様式１から７までを提出してください。

（２）提出部数等
　　用紙はＡ４判縦とし、正本１部、副本７部提出してください。併せて、ＰＤＦ形式の電子データをＣＤ－Ｒに保存し１部提出してください。

（３）様式の説明
　　
	分　類
	名　称

	様式１
	青森県自治研修所研修業務に関する提案書

	様式２
	研修実施における貴社（団体）の特色・優位性

	様式３－１
	企画提案の概要（令和９年度）

	様式３－２
	企画提案の概要（令和１０年度以降）

	様式４－１
	研修内容（ステージ別研修）

	様式４－２
	研修内容（コース別研修）

	様式４－３
	研修内容（特別研修）

	様式５
	研修評価の方法

	様式６
	研修業務の運営体制

	様式７
	研修費用積算書




３　各様式を作成する際の留意事項
　　各様式の作成に当たっては、次の（１）から（３）までに留意してください。

（１）様式６について
①　人員については、研修の実施・運営業務の経験を有する者を配置し、業務に支障を生じさせることなく、適切に運営することが可能な体制及び人数としてください。

②　契約担当者、研修企画担当者、研修実施・運営担当者、研修評価担当者等の貴社（団体）体制及び役割分担を明確にし、このための人員を配置してください。

（２）様式７について
　青森県自治研修所研修業務の受託に要する費用を計上してください。

（３）参考資料について
　　　必要に応じて、各様式に資料を添付しても構いません。

（様式１）
	




青森県自治研修所研修業務に関する提案書




令和　　年　　月　　日




青 森 県 知 事　　殿




（提出者）所在地又は住所

　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称


　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　電　　話
　　　　　　　　　　　　　　Ｆ Ａ Ｘ
　　　　　　　              電子メール










（様式２）
研修実施における貴社（団体）の特色・優位性
	貴社（団体）の研修についての「基本的考え方」、「得意とする分野」、「研修技法や講師の特色」等、青森県自治研修所研修業務を受託する団体として、特にアピールしたい内容、他者と比較した際の優位性について自由に記載してください。また、デジタルツールなどを活用した研修運営の効率化及び学習効果の向上についても自由に記載してください。

	




（様式３－１）
企画提案の概要（令和９年度）
	令和９年度の青森県自治研修所研修を実施する上で、「特に重視したい点」、受講者の興味を引き出し、研修効果を高める工夫などの提案について自由に記載してください。

	




（様式３－２）
企画提案の概要（令和１０年度以降）
	令和１０年度以降の青森県自治研修所研修に関して、県及び市町村職員の能力向上、資質向上のために、「実施すべきと考える研修（科目とその内容）」、「現行の研修体系、研修カリキュラム等の課題や改善点」、「研修体系、研修カリキュラム等の策定方向」などを自由に記載してください。

	




（様式４－１）
研修内容（ステージ別研修）

①　それぞれの研修の委託内容に応じて、講義内容、講師名、講師経歴を記載してください。
②　科目名欄には、現在の（又は今後実施を予定している）名称を記載していますので、異なる科目名を提案される場合は、現在の名称の下段に記載してください。
③　現状よりも科目数を増減する場合は、適宜記載欄を増減してください。
④　講義の特色、講師の特徴等についてもアピールしてください。別資料を添付しても構いません。

	研修名
	新採用者前期研修

	研修目的
	　新採用職員の業務遂行能力をより高めるため、次の項目を主眼に実施する。
　①　公務員としての自覚と意識の確立を図る。
　②　職務遂行に必要な最低限の基礎知識と職場での応対力を養う。

	委託内容
	　上記研修目的の②に該当する内容（合計6時間）
＜委託除外科目：仕事の進め方、青森県の歴史と文化、ＤＸリテラシー、青森県の現状と課題、地方自治制度、文書事務、地方財政の現状と課題、人事評価制度、防災講座、公務員倫理、知事講話（合計20時間）、
障害者への合理的配慮、心と体の健康管理、地方公務員制度（動画視聴）＞

	科目名
	講義内容
	講師名
	講師経歴

	接遇
	


	
	



	研修名
	新採用者後期研修

	研修目的
	　新採用職員の業務遂行能力をより高めるため、次の項目を主眼に実施する。
　①　職務遂行に必要な基礎知識を習得するとともに、県政の課題等について理解を深める。
②　行政サービスの提供者としての意識の醸成を図るとともに、職場への適応力を養う。
③　半年間の業務経験の振り返りや先輩職員との意見交換を通じて、仕事に取り組む姿勢や業務を円滑に進めるための工夫を学ぶ。

	委託内容
	　上記研修目的の③に該当する内容（合計3時間）
＜委託除外科目：体験学習、財政制度の基礎、メンタルヘルス、こどもまんなか青森講座、法令の読み方・行政手続、まるごと青森講座、情報公開・個人情報保護、先輩職員と語る（合計17時間）

	科目名
	講義内容
	講師名
	講師経歴

	セルフマネジメント
	


	
	



	研修名
	主事・技師研修

	研修目的
	　若手職員の業務遂行能力をより高めるため、次の項目を主眼に実施する。
　①　若手職員に求められる役割を認識し、主体的に業務を遂行する姿勢を修得する。
　②　効率的・効果的な業務遂行の意識を養う。
　③　課題解決能力の向上を図るため、改善に向けて積極的にチャレンジする姿勢について学び、課題に対する具合的な解決策を立案する能力を養う。
　④　やりがいや充実感を感じながら働くため、自らのキャリアについて考える。

	委託内容
	　上記研修目的の①、②、③及び④に該当する内容（合計7.5時間）
＜委託除外科目：業務改善、メンタルヘルス、公務員倫理、施策立案の基礎（合計5時間）、
デジタルリテラシー（動画視聴）＞

	科目名
	講義内容
	講師名
	講師経歴

	若手職員としての仕事への向き合い方（※）
	


	
	

	課題解決演習
	


	
	


※　求められる姿勢・役割、キャリアデザイン、コミュニケーション、タイムマネジメント


	研修名
	主査研修

	研修目的
	　主査級職員に求められる能力を養成するため、次の項目を主眼に実施する。
　①　施策立案の基本的ノウハウを習得する。
　②　組織の合意形成に貢献できる能力を養う。
　③　後輩等を指導・サポートする能力を養う。
　④　組織での能力発揮につながるコミュニケーションの手法を学ぶ。
⑤　やりがいや充実感を感じながら働くため、自らのキャリアや能力開発について考える。

	委託内容
	　上記研修目的の①、②、③及び④に該当する内容（合計14時間）
＜委託除外科目：自己成長プラン、公務員倫理、メンタルヘルス、（合計4時間）
ＥＢＰＭの基礎、ＤＸリテラシー（動画視聴）＞

	科目名
	講義内容
	講師名
	講師経歴

	フォロワーシップ・コーチング
	


	
	


	業務の最適化（※）
	


	
	


	思考能力強化
	


	
	

	施策立案演習
	


	
	


※効率的・効果的な業務運営、業務改善、タイムマネジメント

	研修名
	主幹研修

	研修目的
	　主幹級職員に求められる能力を養成するため、次の項目を主眼に実施する。
　①　他者との信頼関係を構築する能力を養う。
　②　新たな行政課題を解決する能力の向上を図る。
　③　組織内外の関係者と調整する能力の向上を図る。
④　マネジメントの概念を学ぶ。
　⑤　上司を支援し、部下等の力を引き出す能力を養う。

	委託内容
	　上記研修目的の①、②、③、④及び⑤に該当する内容（合計16時間）
＜委託除外科目：公務員倫理、メンタルヘルス（合計2時間）、
ＤＸリテラシー（動画視聴）＞

	科目名
	講義内容
	講師名
	講師経歴

	コミュニケーション能力強化
	


	
	

	地域を変える政策デザイン（※）
	


	
	

	伝わる力・調整力・交渉力強化
	


	
	

	マネジメント基礎
	


	
	


※ＥＢＰＭ、ＤＸ、デザイン思考

	研修名
	管理者入門研修

	研修目的
	　本庁のグループマネージャー、出先機関の課長又は市町村の課長補佐等の職員に求められる能力を養成するため、次の項目を主眼に実施する。
　①　組織運営管理に必要な能力を養う。
　②　部下の管理、指導育成に必要な能力を養う。
　③　組織に潜むリスクや不祥事を未然に防止するためのリスクマネジメント能力を養う。

	委託内容
	　上記研修目的の①、②及び③に該当する内容（合計9時間）
＜委託除外科目：職場のカウンセリング（合計2時間）、
情報公開と公文書管理、ＤＸリテラシー（動画視聴）＞

	科目名
	講義内容
	講師名
	講師経歴

	マネジメント実践（※）
	


	
	

	リスクマネジメント
	


	
	


※　管理者の役割、人と仕事の効果的な管理、部下育成のためのｺｰﾁﾝｸﾞとｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ、ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ&ｲﾝｸﾙｰｼﾞｮﾝ

	研修名
	管理者フォローアップ研修

	研修目的
	　令和７年度管理者入門研修を修了し、2年経過する本庁のグループマネージャー、出先機関の課長又は市町村の課長補佐等の職員に求められる能力を養成するため、次の項目を主眼に実施する。
　①　職員育成の意義・必要性について学び、キャリア支援の意識を醸成する。
②　マネジメントの振り返りや部下の成長を促すスキルの習得により、育成力の強化を図る。

	委託内容
	　上記研修目的の①及び②該当する内容（合計6時間）
＜委託除外科目：ＤＸリテラシー（動画視聴）＞

	科目名
	講義内容
	講師名
	講師経歴

	職員育成の意義・必要性等（※）
	


	
	


※　職員育成の重要性、管理者の役割、部下の育成や意欲の向上

	研修名
	課長研修

	研修目的
	　県の課長級職員及び市町村の課長等の職員に求められる能力を養成するため、次の項目を主眼に実施する。
　①　組織運営管理に必要な能力の向上を図る。
　②　部下の管理、指導育成能力の向上を図る。
　③　組織に潜むリスクや不祥事を未然に防止するためのリスクマネジメント能力の向上を図る。
　④　管理職員が接遇を学ぶことで、職場単位での接遇の向上に向けた取組を促進する。

	委託内容
	　上記研修目的の①、②、③及び④に該当する内容（合計10時間）
＜委託除外科目：メンタルヘルス（合計2時間）、ＤＸリテラシー（動画視聴）＞

	科目名
	講義内容
	講師名
	講師経歴

	組織マネジメント１（※）
	


	
	


	組織マネジメント２（接遇）
	


	
	


	リスクマネジメント
	


	
	



※　管理者の役割と責任ﾟ、部下のｷｬﾘｱ形成支援、ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ&ｲﾝｸﾙｰｼﾞｮﾝ

	
研修名
	キャリアシフト研修

	研修目的
	　高齢期職員に求められる能力を養成するため、次の項目を主眼に実施する。
　①　求められる立場と役割について学び、新たな意識の醸成を図る。
　②　新しい職場・立場でのコミュニケーションやマネジメントについての能力を養う。

	委託内容
	　上記研修目的の①及び②に該当する内容（合計5時間）

	科目名
	講義内容
	講師名
	講師経歴

	求められる立場と役割等
	


	
	



※　60歳職員を取り巻く環境変化、求められる立場と役割、求められるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの変革、ﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝの維持、知識・ｽｷﾙの継承、後輩サポート力強化


（様式４－２）
研修内容（コース別研修）
①　それぞれの研修の研修目的に応じて、講義内容、講師名、講師経歴を記載してください。
②　研修名欄には、現在の（又は今後実施を予定している）名称を記載していますので、異なる研修名を提案される場合は、現在の名称の下段に記載してください。
③　講義の特色、講師の特徴等についてもアピールしてください。
	研修名
	研修目的
	講義内容
	講師名
	講師経歴

	トリプルシンキング研修
	様々な視点から発想し、課題解決していくため、３つの思考法を学び、より深い洞察や柔軟な意思決定を行うことができるスキルを習得する。
	
	
	

	独創力の鍛え方・コンセプトの作り方研修
	独創力や企画提案力の向上のため、「コンセプト」の作成演習を通じ、相手の行動変容につなげるポイントや、伝えるデザイン思考などを学ぶ。
	
	
	

	生成ＡＩ活用基礎研修
	業務の効率化を図るため、ChatGPTなどの生成ＡＩの概要や活用方法、業務で活用する際の課題や留意点について学ぶ。
	
	
	

	ＥＢＰＭによる地域課題解決研修
	事前の動画視聴により青森県に関する知識を深めた上で、ＥＢＰＭの考え方に基づいて受講者が具体的な地域課題を設定し、課題分析から施策立案までの一連の流れを実践的に学ぶ。
	
	
	

	議会対応力向上研修
【フルオンライン】
	行政に求められる説明責任について理解を深めるとともに、相手に分かりやすい、論理的な答弁書の作成方法などを習得する。
	
	
	

	事務引継・調整力向上研修
【フルオンライン】
	業務の効率化を図るため、適切な事務引継の仕方や仕事の見える化の手法を学ぶほか、庁内の関係者と協働するために必要となる知識やスキルを習得する。
	
	
	

	ワンペーパー資料作成術研修
【フルオンライン】
	組織内の業務遂行及び意思決定のスピードアップのため、正確に早く伝えられる簡潔でわかりやすい説明資料などを作成するポイント等を習得する。
	
	
	

	タイムマネジメント研修
【フルオンライン】
	自己管理能力の向上と仕事の生産性の向上のため、「時間管理」を組織と個人の両面からとらえ、仕事の成果に結びつく具体的手法を習得する。
	
	
	

	わかりやすい話し方・説明のしかた研修
	公務を効果的、効率的に進めるため、１対１のコミュニケーションを中心に、相手の理解、同意、行動に結びつく効果的な話し方・説明技法を学ぶ。
	
	
	

	伝わるプレゼンテーション研修
	相手に自分の意思をより明確に効果的に伝えるための論理構成力と効果的なプレゼンテーションの知識・スキルを、多人数へのプレゼンテーションを題材に習得する。
	
	
	





	対話を深めるファシリテーション研修
	組織内外の会議等で、多様な価値観に基づいた意見をより多く引き出し、合理性が高く、納得感のある結論・合意へと収束できるファシリテーションスキルを習得する。
	
	
	

	多様な人材を生かすチーム力向上研修
【フルオンライン】
	多様な背景や個性、価値観を持つ人々が、職場で安心して能力を発揮できる環境をつくるため、多様性や無意識のバイアスの理解、多様な人材を生かすマネジメント手法などを学ぶ。
	
	
	

	交渉力向上研修～ＷＩＮ・ＷＩＮの交渉術～
	意見の衝突や主張の対立する双方の合意形成について、打ち負かすのではなく、納得、満足する結果を得ることを最大の目標とする交渉スキルを学ぶ。
	
	
	

	クレーム・カスハラ対応研修
	行政の様々な場面で生じるクレームに対する対応能力向上のため、住民対応の現場で起こった実例等をもとに、クレームやカスハラに対する心構えや具体的な対処法などを学ぶ。
	
	
	

	トレーナー研修
	新たに採用された職員がいち早く適応できるよう、OJTマニュアルを通じてOJT理論やコミュニケーションの必要性について理解を深めるとともに、トレーナーとしての指導・育成の心構えと具体的指導方法やスキルを学ぶ。
	
	
	











（様式４－３）
研修内容（特別研修）

①　研修目的に応じて、講義内容、講師名、講師経歴を記載してください。
②　研修名欄には、現在の（又は今後実施を予定している）名称を記載していますので、異なる研修名を提案される場合は、現在の名称の下段に記載してください。
③　講義の特色、講師の特徴等についてもアピールしてください。

	研修名
	研修目的
	講義内容
	講師名
	講師経歴

	管理者セミナー
	地方行財政全般にわたる最新の情報や認識しておく必要があるタイムリーなテーマを取り上げ、政策決定等に必要な視野を拡大し、時代に即応できる行政感覚の向上を図る。
	
	
	





（様式５）
研修評価の方法
	研修評価については、研修直後及び一定期間経過後の目的達成度、理解度、知識・技能修得度、意識・行動変容度、満足度のほか、研修期間、研修時間、講師の教え方、テキストなど研修内容・実施方法の適切さの程度についても把握したいので、これらの点を中心に貴社（団体）の研修評価の方法に関する考え方を記載してください。

	





（様式６）
研　修　業　務　の　運　営　体　制
	１　青森県自治研修所における体制及び配置人員

	（１）体制及び役割分担（※地元雇用の意向の有無についても記載してください。）
　　　（役職）　　（役割）　　　（研修運営業務経験年数、主な業務）
○○○○　　・・・・・　　●●県自治研修所研修の研修運営業務　R6～R8年度（３年間）
　　　□□□□　　・・・・・　　株式会社■■の新入社員研修の研修運営業務　R5年度
　　　△△△△　　・・・・・　　
　　　・・・・

（２）配置人員（常駐とする場合はその有無についても記載してください。）
　　①　常勤職員
　　　　　　　　　　　　　名
　　　内訳　□社員　　　　　　　　　　　　名
（予定する役職名　　　　　　　　　）
　　　　　　□派遣社員等　　　　　　　　　名

　　②　非常勤職員　　　　　　　　　　　　名

（３）研修実施日の職員体制




	２　研修の企画、実施・運営、評価等一連の業務に携わる貴社（団体）の体制（１を除く。）

	（１）体制（業務を行う場所も記載してください。）及び役割分担
　　　　（部署）　　　　（役割）
○○部○○課　・・・・・・
□□部□□課　・・・・・・
△△部△△課　・・・・・・
　　　　・・・・・・　・・・・・・

（２）上記体制に配置される予定人員及び主坦者に予定される役職名
○○課　　　　名　（主坦者に予定される役職名　　　　　　　　　　　　　）
□□課　　　　名　（主坦者に予定される役職名　　　　　　　　　　　　　）
△△課　　　　名　（主坦者に予定される役職名　　　　　　　　　　　　　）
　　　　・・・・・・　・・・・・・


	３　その他運営体制について特記すべき事項

	








（様式７）
研　修　費　用　積　算　書
１　研修実施費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	研修区分
	講師料
	講師旅費
＋宿泊費
	テキスト
	その他
(　　　　)
	計

	ステージ別研修
	
	
	
	
	

	コース別研修
	
	
	
	
	

	特別研修
	
	
	
	
	

	研修実施費計
	
	
	
	
	



２　研修企画費、研修人件費、研修運営費、研修評価費　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項目
	内訳(単価、数量等)
	計

	研修企画費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	研修企画費計
	
	

	研修人件費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	研修人件費計
	
	

	研修運営費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	研修運営費計
	
	

	研修評価費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	研修評価費計
	
	

	計
	



	業務委託経費計（消費税抜き）
	

	消費税及び地方消費税（税率１０％とします）
	

	業務委託経費計（消費税込み）
	


注　１研修実施費については、研修科目ごとの積算明細表を必ず添付してください。様式は自由です。
２の記載欄は適宜追加して差し支えありません。


15

